
総務文教常任委員会審査日程 
 

日 時  平成２９年３月８日(水) 

    午前１０時 

場 所  第２委員会室                

～審査内容～ 

１ 議案第２３号 平成２９年度山陽小野田市小型自動車競走事業特別会

計予算について（公営） 

 

２ 議案第２７号 行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正

する条例の制定について（総務） 

 

３ 議案第４１号 山口県市町総合事務組合を組織する地方公共団体の数

の減少及び共同処理する事務の構成団体の変更並びにこれに伴う規約の

変更について（総務） 

 

４ 議案第４２号 山口県市町総合事務組合の財産処分について（総務） 

 

５ 議案第２８号 山陽小野田市職員の育児休業等に関する条例及び山陽

小野田市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例の制

定について（人事） 

 

６ 議案第２９号 山陽小野田市税条例等の一部を改正する条例の制定につ

いて（税務） 

 

７ 閉会中の調査事項について 

 

８ 報告事項 教育委員会 











公営競技事務所H29.3.8

実績見込み （単位：百万円）
１８年度 ２２年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３６年度 ３７年度 ３８年度 ３９年度 ４３年度４４年度４５年度 ４６年度

累積額 981 677 541 737 932 1,070 1,202 1,204 1,191 1,172 1,048 1,018 982 872 388 258 128 0
解消額 － 69 11 ▲ 196 ▲ 195 ▲ 138 ▲ 132 ▲ 2 13 19 43 30 36 110 125 130 130 128
猶予額 969 869 539 409 279 149
返済額 － 100 130 130 130 130 149
残額 1,554 1,211 921 844 767 729 691 614 537 460 153 76 0 0 0 0 0 0

償還額 － 76 77 77 77 38 38 77 77 77 77 77 76 0 0 0 0 0
３つの累積額 3,506 2,758 2,001 1,990 1,978 1,948 1,893 1,818 1,728 1,632 1,201 1,094 969 872 388 258 128 0

解消額 － 245 218 10 12 30 55 75 90 96 120 107 112 110 125 130 130 128
債務解消（積立含む）⇒ 125 130 135 155 160 160 165

施設改善基金積立⇒ 18 18 25 30 30 30 37

積立額 8 78 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
取崩額 8 10 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
残高 2 30 109 116 116 116 116 116 116 116 116 116 116 116 116 116 116 116

積立額 80 0 0 0 0 0 0 0 0 0 18 18 25 30 30 30 37
取崩額 302 80 8 75 12 200 0 0 75 0 0 0 250 0 0 0
残高 674 762 539 531 456 444 444 244 244 244 170 188 206 231 88 118 148 185

積立額 0 88 78 10 0 0 0 0 0 0 0 18 18 25 30 30 30 37
取崩額 0 310 89 12 75 12 0 200 0 0 75 0 0 0 250 0 0 0
残高 676 792 648 647 572 560 560 360 360 360 286 304 322 347 204 234 264 301

走路改修 走路改修

（A）耐震改修工事設計

（前提） ※平成２８年度の運営体制（委託契約等）を引き継いでいくことでの方向性である。

※平成２８年度の開催日数４８日による売上を継続するものとする。
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【議案第２７号】  

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

これは、教育委員会が所管する就学援助に関する事務等において、市長部局

との情報連携を図るため、行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律第１９条の規定に基づき所要の改正を行うもの。 

 

○番号法  

（特定個人情報の提供の制限） 

第１９条 何人も、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、特定個人情報の提

供をしてはならない。 

(9) 地方公共団体の機関が、条例で定めるところにより、当該地方公共団体の他の  

機関に、その事務を処理するために必要な限度で特定個人情報を提供するとき。  

 

 

○庁内での連携イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜市 長 部 局＞ 

地方税関係情報 

住民票関係情報 

生活保護関係情報 

外国人生活保護措置関係情報  等  

 

就学援助事務 

医療費用援助事務  

等 

＜教育委員会＞ 

地方税事務 

児童福祉事務 

生活保護事務 

市営住宅事務 等 

特定個人情報の利用  
（条例規定済）  

 

特定個人情報の提供  
＊条例の一部改正  





  議案第２９号関係 
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山陽小野田市税条例等の一部を改正する条例の制定についての概要 

 

１ 改正の理由 

社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方

税法及び地方交付税法の一部を改正する法律等の一部を改正する法律（平成２

８年法律第８６号）が平成２８年１１月２８日に公布され、消費税率の１０％

への引上げ時期を平成３１年１０月１日に変更すること等に伴う改正が行わ

れたため。 

 

２ 主な改正の内容 

(1) 個人市民税関係（第７条の３の２） 

  個人市民税における住宅借入金等特別税額控除について適用期限を平成

３３年１２月３１日まで２年半延長するもの。 

 ※ 施行日 公布の日 

 

(2) 法人市民税関係（第３４条の４） 

地域間の税源の偏在性を是正し、財政力格差の縮小を図るため、法人市民

税の法人税割の一部を「地方法人税」として国税化し、地方交付税の原資と

することとされたことから、法人市民税の法人税割の税率を１２．１％から

８．４％へ、３．７％引き下げる。 

  ※ 施行日 平成３１年１０月１日 

 

◆ 法人住民税の交付税原資化 

（1） 法人住民税法人税割の税率の改正（[ ]は制限税率） 

道府県民税 ： 3.2％［4.2％］ → 1.0％［2.0％］（▲2.2％） 

市町村民税 ： 9.7％［12.1％］→ 6.0％［8.4％］（▲3.7％） 

※ 法人住民税の税率引下げ分相当について、地方法人税（国税）

の税率を引き上げ、地方交付税原資化。 

（2） 地方法人税（国税）の税率の改正 

地方法人税 ： 4.4％ → 10.3％ （＋5.9％） 
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(3) 軽自動車税関系 

① 車体課税の見直し（第８０条） 

自動車取得税（県税 自動車の取得価格の３％（営業用自動車と軽自動

車は２％））を廃止する代わりに、自動車税（県税）及び軽自動車税にそれ

ぞれ環境性能割を新たに創設する。また、環境性能割の創設に伴い、軽自

動車のうち３輪以上の軽自動車に対し、名称をこれまでの軽自動車税から

軽自動車税種別割に変えて課税する（原動機付自転車、小型特殊自動車等

に対しては、これまでどおり軽自動車税の名称で課税する。）。 

 

改正前（現在）                改正後 

（取得に対して 

賦課する税） 

自動車取得税 

（県税）① 

賦課 

されない 
 

自動車税 

環境性能割 

(県税)Ａ 

軽自動車税 

環境性能割 

【市税】Ｂ 

賦課 

されない 

（所有に対して 

賦課する税） 

自動車税 

 

（県税）② 

軽自動車税 

 

【市税】③ 

軽自動車税 

 

【市税】④ 

 
自動車税 

種別割 

(県税)Ｃ 

軽自動車税 

種別割 

【市税】Ｄ 

軽自動車税 

 

【市税】Ｅ 
 

 
は都道府県税で、都道府県が賦課徴収するもの。 

    

 は市町村税であるが、当分の間、都道府県が賦課徴収するもの。 
     

 は市町村税で、市町村が賦課徴収するもの。 

②とＣは、普通自動車(乗用車等)、３輪以上の小型自動車(３輪トラック等) 

③とＤは、３輪以上の軽自動車(軽乗用車、軽トラック等) 

④とＥは、原動機付自転車、小型特殊自動車(トラクター等) 等 
    

 

② 軽自動車税環境性能割（第８１条の３、第８１条の４、第８１条の５、

第８１条の６、附則第１５条の２、附則第１５条の４、附則第１５条の５

ほか） 

環境性能割は、取得価格が５０万円を超える軽自動車の取得に対し、取

得時にその取得者に課税され、申告納付により徴収される。納付額は「軽

自動車の取得価格（課税標準額）×税率」により計算される。 
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【軽自動車税環境性能割（Ｂ）の税率（自家用の例）】 

区分 税率 

電気自動車等 
非課税 

ガソリン車、 

ガソリンハイブ

リッド車 

平成３２年度燃費基準＋１０％達成車 

平成３２年度燃費基準達成車 1.0％ 

平成２７年度燃費基準＋１０％達成車 
2.0％ 

上記以外の車 

 

軽自動車税環境性能割については、当分の間、県が賦課徴収し、全額を

市へ払込み、市から徴収取扱費（払い込んだ額の５％）を県へ交付する。 

 

③ 軽自動車税環境性能割の非課税、課税免除（第８１条の２、第８１条の

８、第８１条の９） 

軽自動車税に環境性能割が新たに創設されることに伴い、軽自動車税環

境性能割の非課税、課税免除となる対象を新たに規定する。 

なお、軽自動車税環境性能割は、当分の間、県が賦課徴収するため、対

象は、賦課徴収を担う山口県の自動車税の環境性能割の非課税、課税免除

の対象と統一し、以下のとおりとする。 

 

【環境性能割非課税・課税免除対象軽自動車】 

対象軽自動車 環境性能割 

日本赤十字社が所有する３輪以上の軽自動車のうち、直接

その本来の事業の用に供するもの 

非課税 

特定非営利活動法人が当該特定非営利活動法人の設立の

日から３年以内に特定非営利活動に係る事業の用に供す

る３輪以上の軽自動車を無償で譲り受けた場合における

当該３輪以上の軽自動車 

課税免除 

 

  ※施行日 ①②③ともに平成３１年１０月１日 

 



                           平成２９年３月８日 

 

  

議長 尾 山 信 義  様 

 

   

                             総務文教常任委員長 河 野 朋 子 

 

 

閉会中の継続調査の申出について 

 

  

本委員会は、調査中の事件について、下記により閉会中もなお調査を要するものと

決定したので、山陽小野田市議会会議規則第１１０条の規定により申し出ます。 

       

 

                                  記 

 

 

１ 調査事項   別紙のとおり 

 

２ 理 由   さらに調査を要すると認めたため。 

 

３ 期 間   平成２９年６月定例会前日まで継続し、閉会中も調査する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

閉会中の継続調査事項について 

委 員 会 名 調 査 事 項 調 査 期 間 

総務文教常任委員会 

・防災に関すること。 

・財政に関すること。 

・小型自動車競走事業に関すること。 

・教育、文化等に関すること。 

（１）公共施設・教育施設に関すること。 

  （２）学校給食に関すること。  

 （３）施設一体型小中連携校に関すること。 

・入札に関すること。 

・まち・ひと・しごと創生総合戦略に関するこ

と。 

・総合計画の策定に関すること。 

平成２９年６月

定例会前日まで

継続して閉会

中調査する。 

 




























